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みどり市温泉施設整備事業ＰＦＩ導入可能性調査業務委託仕様書（案） 

１ 委託業務名 

みどり市温泉施設整備事業 PFI 導入可能性調査業務 

２ 目的 

本業務は、みどり市（以下「本市」という。)が、新たな温泉施設（以下「本施設」とい

う。)を整備するにあたり、目的、求められる機能、施設計画の条件等を整理し、施設の基

本的な計画内容をとりまとめるとともに、整備・運営に関してＰＦＩを導入する場合の事

業スキームを検討し、ＰＦＩ導入の効果及び課題等を整理し、ＰＦＩによる事業の実施可

能性について評価することを目的とする。 

３ 業務内容 

(１) 施設整備の基本構想を踏まえた導入機能の検討 

本施設に関する本市の上位計画、関連計画を整理し、本市の施策における位置づけ等

について整理し、基本構想を実現するために求められる導入機能について検討する。 

(２) 施設計画条件の整理 

本施設の整備を行う計画地の敷地条件、道路条件、インフラ条件及び建築法規制等、

施設計画の条件を把握し、整理するとともに、(１)で検討した各導入機能について、施

設供用開始後の運営管理の方針及び内容について検討を行う。 

その上で、導入する各機能について必要となる諸室及び規模について検討を行い、施

設計画条件等を踏まえて、施設ボリュームと計画イメージを把握するための概略配置図

及び平面モデルプラン（施設イメージ図）を作成する。 

(３) 概略事業費の検討 

本事業の実施にあたり、必要となる概略事業費（設計費、建設費等）を算定する。 

(４) 検討対象となるＰＦＩの整理 

本施設の整備・運営に関して、適用候補となるＰＦＩについて各々の手法の概要及び

特徴等を整理する。 

(５) ＰＦＩの導入範囲の整理 
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本施設の整備・運営について、施設を構成する機能及び各機能における整備、運営及

び維持管理に係る業務内容を整理し、それらの業務のうちＰＦＩ導入対象とする業務範

囲について検討する。 

(６) 事業手法の導入パターンの整理 

本施設の整備・運営について、公共施設での公共サービス以外の民間収益事業の実施

について検討する。また、民間収益事業を付帯する場合の事業形態について想定される

パターンの整理、検討を行う。 

(７) 事業スキームの構築 

①事業方式の検討 

本施設の施設特性等を踏まえて、ＰＦＩにより実施する場合の事業方式について検

討する。 

②事業形態の検討 

本施設の事業内容等から、ＰＦＩにより実施する場合の事業形態（サービス購入型、

独立採算型、混合型等）について検討する。 

③事業期間の検討 

大規模修繕の考え方や本施設の需要等を踏まえながら、ＰＦＩにより実施する場合

の適切な事業期間を検討する。 

④ＰＦＩにより実施する場合の法制度上の課題等の整理 

本施設をＰＦＩにより整備する場合に想定される、法制度上の課題や支援措置等に

ついて整理する。 

(８) 市場調査の実施 

①市場調査の実施 

上記(１)から(４)の検討結果をもとに、ＰＦＩにより本事業を実施した場合の事業

概要書を作成し、民間事業者の本事業に対する意見・要望及び参加意向を把握するた

めの市場調査を行う。 

②調査結果の取りまとめ 

①で実施した民間事業者を対象にした市場調査の結果について、整理・分析を行い、

必要に応じて事業スキームの検討に反映する。 

(９) ＶＦＭの算定 

①概算事業費の算定 
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本事業の実施にあたり、必要となる概算事業費（設計費、建設費、維持管理・運営

費、調査費等）を算定する。 

②従来方式の場合の事業費の算定 

①で算定した事業費をもとに、従来方式で事業をした場合の事業期間を通して必要

となる総事業費を算定する。 

③ＰＦＩの場合の事業費の算定 

①で算定した事業費をもとに、ＰＦＩにより事業を実施した場合の事業期間を通し

て必要となる総事業費を算定する。 

④ＶＦＭの算定 

   ②及び③を現在価値に換算した公共財政負担額を比較することにより、ＶＦＭを算

定する。 

(１０) 課題等の整理 

本事業をＰＦＩにより実施する場合に想定される課題について抽出し、その対応策の

検討を行う。 

(１１) ＰＦＩ導入の適性評価 

前項までの調査結果を踏まえ、本事業へのＰＦＩの導入の適性について、総合的に判

断を行う。 

(１２) 業務打合せ・協議 

  業務着手時、本市が必要と認めたとき、業務最終納品時等、必要と想定されるときに

業務打合せを行う。 

４ 委託期間 

契約締結日から令和３年３月３１日まで 

５ 成果品 

報告書 11 部（Ａ４版、縦型、横書き、左綴じ、簡易製本）及び電子納品。 

以上 


